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Ⅰ．はじめに

　広告には様々な定義があるが，多くの定義に共通する要素として「有料媒体」「識別可能

な送り手」「大量伝達可能な媒体（マスメディア）」および「説得意図」の 4 要素が含まれる

（Thorson and Rodgers 2012）。これらの基本的概念は広告研究において 1 世紀に渡って保

持されてきた。しかし，デジタル化の進展により消費者が広告のようなもの（user gener-

ated advertisement）を発信したり，消費者との相互作用を含めて個別にメッセージを送付

可能になり，「広告」概念の再検討も提唱されるようになった（Dahlen and Rosengren 

2010, Richards and Curran 2002）。同時に，消費者のメディア利用行動やメディア接触態度

の相違を考慮した広告効果理論の必要性も高まっている。

　本稿では過去の研究を踏まえて，消費者のメディア接触の実態に即した広告効果研究の方

向を展望する。なお，ここでは広告が個人の心理に与える効果を主要な対象とし，購買行動

や集計された売上げに対する影響，および全体社会に対する影響は除外する。個人間の相互

作用についても，考察は限定的である。第Ⅱ章では 19 世紀末から現在に至る主要な広告効

果理論とモデル，および構成概念をレビューし，最後にメディアの変化と効果モデルの関係

を示す。第Ⅲ章では現代の消費者のメディア利用の実態を把握した上で，メディア利用を含

む複数行為（以下「メディア・マルチタスキング」），および複数の画面を利用する行為（以

下「マルチスクリーニング」）が消費者の情報処理と広告効果に及ぼす影響について，先行

研究をレビューする。

Ⅱ．広告効果理論の変遷

1．広告心理学の誕生から効果階層モデルまで
　広告実務にも人口知能（AI）が応用されるようになり，1 つの研究テーマになりつつある

が1），本稿では 19 世紀末以来広告研究の基盤となってきた心理学に依拠した研究を対象と

する。なお，効果と影響の相違について北村（1968）は，「効果」とは送り手の意図または

目標志向性からみた広告の効き目であるとし，「影響」は受け手にとって意味のある変化や
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表1　広告効果研究における主要理論とモデルおよび構成概念
・19 世紀末から 20 世紀初頭 
　構成心理学（Titchner）感覚，心像，感情など
　ゲシュタルト心理学（Wertheimer）知覚，学習，記憶，思考，情意
　Scott（ノースウェスタン大学）による広告心理学
・1920～50 年代
　Starch （ハーバード大学）による広告管理論
　行動主義心理学（Watson, J.　ホプキンス大学から J.W.　トンプソン社へ）
　エール大学（Hovland ら）による説得コミュニケーション研究
・1960 年代
　効果階層モデル（Colley による DAGMAR, Lavidge and Stteiner による一般化など）
・1970 年代
　低関与の発見（Krugman），3 種類の効果階層モデル（Ray ら）
　高関与モデルの精緻化（Wright の認知的反応モデル，Fishbein らの多属性型態度モデル
　など）
・1980 年代
　情報処理パラダイムの導入と二重過程モデルの応用（精緻化見込モデル，ヒューリス
　ティック・システマティックモデル）
　広告への態度（Aad），広告への感情的反応
　関与と動機に基づくプランニング・モデル（Rossiter & Percy Grid, FCB　Grid）
・1990 年代
　ブランド・エクイティ（知識構造）
　統合型マーケティング・コミュニケーション（IMC）
　広告情報処理から購買意思決定過程までの拡張
・2000 年代
　インターネット広告，デジタル・コミュニケーションの効果
　焦点制御理論，解釈レベル理論の応用

　（出所）筆者作成
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関連性であると定義し，「機能」は効果と影響の両方を含むとしている。説得コミュニケー

ションの 1 つである広告は，送り手の意図，つまり広告目標の達成度により効果を評価され

ることが多い。しかし，マスコミュニケーションの利用と満足研究と同様に，広告の受け手

にとって意味ある変化も存在する。さらに，インターネットを介した広告に関するクチコミ

など，広告との能動的な関わり方も存在する。表 1 には 19 世紀末から現在までの広告研究

における主要な理論とモデル，および構成概念が要約してある。初期の研究の詳細について

は岸（2011）および佐々木（1991）を参照されたい。

　20 世紀初頭の米国で広告心理学に関する多数の著作を発表したノースウェスタン大学の

Scott は，社会的地位の低かった広告ビジネスに市民権を与える上でも貢献した（小林

2000）。また，彼は当時の日本の広告業界でも翻訳が紹介されるほど著名であった。Scott

の著作には，広告への注意（attention）と知覚に加え，記憶，感情と情動，本能，暗示，

思考・感情・意志の 3 要素から成る心理過程などが解説されている。このような広告心理学
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発展の背景には，19 世紀末に世界初の心理学実験室を開設し構成主義心理学の祖となった

Wunt や，ゲシュタルト心理学の創始者である Wertheimer などのドイツ人研究者による貢

献がある。

　1950 年代の効果研究は，Hovland らエール大学グループによる態度変容研究2）の影響が

みられる。Hovland らは第二次世界大戦中に兵士教育におけるマスメディアの効果を実験に

より検証した。その理論的枠組みは，刺激（メッセージ，情報源，チャネル特性など）と反

応（意識および態度変容）の関係を，受け手特性（年齢，性別，学歴，先有傾向など）を媒

介変数として説明する，刺激（S）―生活体（O）―反応（R）パラダイムである。このア

プローチはメッセージにおける一面提示と両面提示，結論の有無など，多様な要因の効果測

定に利用可能な一方で，多数の要因の組み合わせから成る交互作用が存在するため，一般化

が困難という難点がある3）。

　1960 年代に提唱された様々な「効果階層モデル」は，S-O-R の第 3 の要素である反応の

生起する順序を定式化したものである。研究者により各段階の数や名称は異なるものの，

Lavidge and Steiner （1961）は，それらを認知的反応（ブランド認知，ブランド理解など），

情緒的反応（ブランド態度，感情など），行動的反応（購買意図，購買など）の 3 段階から

成ると一般化を行った。Colley （1961）による『目標による広告管理』（通称 DAGMAR）

は，効果階層モデルを広告目標設定と効果測定に応用したものである。理論としては単純で

あるが，広告管理の基本を示した点で意義のある著作である。なお，日本の広告業界では現

在でも AIDMA（Attention, Interest, Desire, Memory, Action）を広告効果モデルの代表と

見なす向きがある。しかし，これについては DeVoe （1956）が当時の主流と見なされてい

た AIDCA モデルの C （Conviction）の代わりに Memory を使用できると示唆した数行の記

述以外に参考文献が見当たらず，英語の教科書類でも参照されていない。

　1960 年代の効果階層モデルが認知―情緒―行動という一直線の反応パターンを想定して

いたのに対して，70 年代になるとオーディエンスの関与度の高低により反応パターンが異

なるという見解が有力になった。これは，活字媒体からテレビへと主要メディアが変わり，

消費者の製品知識が増大したことなどが背景にあると考えられる。中でも，Krugman 

（1972）による低関与状態におけるテレビの効果，および Ray et al. （1973）による「3 種類　

の効果階層モデル」は，その後の研究と実務に大きな影響を与えた。Ray らは製品・購買

への関与度と選択肢の差異化の程度により，広告への反応を次の 3 種類に分類した―高関与

の学習型階層（認知―情緒―行動），低関与型階層（認知―行動―情緒），不協和帰属型階層

（行動―情緒―認知）。

　1970 年代には，効果階層とは異なる観点から高関与状態に顕著と思われる反応を精緻に

説明する研究も行われた。Wright （1973）の「認知的反応モデル」は，オーディエンスは

広告に対し，①反論，②支持，③情報源の毀損といった認知的反応を生じ，プラス・マイナ
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ス両面の反応の総計からメッセージの受容が決まると仮定した。反論と支持の方向は異なる

が，いずれもオーディエンスが既にもっている知識や先有傾向にもとづいて生じることから，

受け手はメッセージに受動的に反応する存在でないと仮定されていることがわかる。

Fishbein and Ajzen （1975）による「多属性型態度モデル」はマーケティングへの応用を意

図したものではなかったが4），70 年代には高関与下の広告効果を説明する代表的なモデルと

して実証研究で利用されるようになった。このモデルは，ブランドなどの対象に対する態度

の構造を，属性評価（ei）で重みづけされた属性信念の強さ（bi）の総和（Σbi x ei）として

表現するものであり，消費者の重視する属性に関する信念や評価を変えることにより態度変

容がもたらされることを示している。

2．情報処理パラダイムと二重過程モデル
　1980 年代になると認知科学や認知心理学の知見を応用して消費者の情報処理過程を詳細

に説明する研究が発展した。情報処理アプローチの 1 つの特徴は，ブランドに対する態度形

成（変容）過程だけでなく，情報取得過程（感覚的分析，意味分析など）や情報処理方略，

記憶構造などについても理論的な説明を試みたことである。60 年代の効果階層モデルでは

広告に対する情報処理過程とブランドについて記憶に残るコミュニケーション効果が弁別さ

れていなかったことを考慮すると，理論面での発展が顕著である。

　Harris ed. （1983）, Information Processing Research in Advertising は，そのような研究か

ら成る論文集である。その中の Mitchell （1983）は，認知を中心に広告に関わる情報処理過

程を幅広く説明したものである。一方，同書に収録されている Rossiter and Percy （1983）

は，視覚的情報処理に焦点を当てて広告接触から記憶，購買意思決定までの流れを説明して

いる。広告表現には言語化しにくい視聴覚に訴える要素があり，消費者の反応にも言語化し

にくいイメージ（心像）や感情などがある。これらを言語化以前の低関与下の反応と見なす

か否かは，現在でも見解が分かれる。いずれにしても，「記憶」を研究対象に加えることに

より，90 年代以降に発展した購買意思決定過程における広告効果の研究や，ブランド資産

としての消費者知識構造の研究の基盤が形成されたと言えるだろう。

　「二重過程モデル」と総称されるアプローチは，購買意思決定過程までの拡張よりも，態

度形成過程の特徴に焦点を当てた研究であり，社会心理学およびそれに依拠する説得コミュ

ニケーションの研究において，大きな潮流となっている。中でも Petty and Cacioppo 

（1981, 1986）による精緻化見込モデル（ELM: Elaboration Likelihood Model）は，過去の

態度変容研究を「2 つの経路」として一般化を試みたものであり，現在でも広告効果過程を

説明する代表的なモデルと見なされている。ELM ではオーディエンスの情報処理動機と情

報処理能力が共に高いと（高関与）中心的経路により態度が形成され，どちらも低くても説

得手がかり（タレントなど）がある場合には周辺的経路により態度が形成されると想定して
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いる。加えて，メッセージの強さやオーディエンスの認識欲求といった媒介変数による影響

も検証されている。中心的経路の方が周辺的経路よりも深い情報処理がされるため，態度の

持続性が高く，行動予測の手がかりになりうるとされる。説得コミュニケーションの領域で

は，Chaiken らのヒューリスティック・システマティック・モデル（Chaiken et al. 1989）

も代表的であるが，広告研究への応用については不明である。

　広告研究者によっても消費者関与と情報処理の関係を定式化した研究が行われた。Mitchell

ら（Beattie and Mitchell 1985）の「広告関与モデル」では，情報処理水準が高いとメッセ

ージの意味を解釈する「ブランド情報処理」が行われ，処理水準が低いとメッセージの表層

形態が処理される「非ブランド情報処理」が行われるとされる。これらの情報処理方略の規

定要因として，情報処理動機に加えて，製品に関するメッセージを理解し評価するためのス

キーマ（知識の枠組み）が存在し活性化することが想定されている。

　Greenwald and Leavitt （1984）は，オーディエンスの反応を 2 つの経路に大別せず，関

与を注意以前，部分的注意，理解，精緻化の 4 段階に分類し，高水準の関与下では低水準の

処理も行われるが，高水準の処理結果が有意性をもつとされる。

3．広告への態度，感情的反応の研究
　1980 代におけるもう 1 つの発展は，「広告への態度」（Aad : Attitude toward Advertis-

ing）という構成概念の発見と，広告への感情的反応に関する研究の隆盛である（岸 1989）。

両者とも低関与下の反応と見なされることもあるが，感情への関心は認知中心の情報処理パ

ラダイムへのアンチテーゼとして，Holbrook や Hirshman などの消費者行動研究者からも

支持された（Holbrook 1995）。情報処理パラダイムは消費者の意思決定過程を詳細に説明す

るものであり，多くの広告効果研究は送り手の意図の達成度を説明するための構成概念を創

出し，態度変容過程を説明することを目的としてきた。しかし，Holbrook らは送り手の意

図の達成とは異なる消費経験の意味を解明することが，消費者研究の目的であるとし，その

ような文脈における感情の役割に注目した。

　「広告への態度」はそのような流れから発生したものではなく，「2 つの経路」によるブラ

ンド態度形成過程における 1 つの中間項として位置づけられる。Aad の扱いは，低関与下

における反応と見なされることもあれば，高関与下でも重要な反応と見なす立場もあり，一

定しない。前者の立場は精緻化見込みモデルや Mitchall の広告関与モデルが代表的であり，

メッセージに対する深い処理がされなくても，広告自体への好意（Aad）が生じれば，それ

がブランド態度にも転移するという古典的条件づけに依拠した見解である。一方，高関与下

でも Aad がブランド態度形成に寄与すると主張するのは，認知と感情を二者択一的に捉え

ず，両者の相互作用を想定する立場である（Cohen and Areni 1991, MacIninis and 

Jawarski 1989 など）。これは広告に接しているときの思考（メッセージ理解）が喜びやな
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つかしさといった感情を生起させ，時には広告ストーリーへの共感や自己との関連性を感じ

させる場合を想定している。これは長尺のテレビ CM やウェブ動画に対する反応としては

可能であるが，関心のない広告は数秒以内にスキップされることもあるため，オーディエン

スのメディア利用実態を踏まえた理解が必要である。

　1970 年代以降の研究成果を踏まえて，80 年代になると広告管理の分野でも消費者の関与

度と動機（または情報処理様式）の相違を考慮した戦略プランニング・モデルが登場した。

Rossiter and Percy （Rossiter et al. 1991）による「ロシター＆パーシー・グリッド」および

広告会社のフット・コーン＆ベルディング社による「FCB グリッド」（Vaughn 1980）が代

表的である。Rossiter らは，次回の購買への関与の高低と購買・使用動機（情報型か変換型

か）により，ブランド態度形成過程を 4 種類に分類し，表現戦略と媒体戦略のガイドライン

を提示している。また，60 年代の効果階層モデルでは「購買」の質的相違が考慮されてい

なかったが，Rossiter らはブランド・ロイヤルティによる行動の類型化を行っている。

4．1990年代以降の研究
　1990 年代における研究は，1 つの広告への反応を子細に説明するよりも，購買意思決定過

程への拡張や，クロスメディアないしは統合型マーケティング・コミュニケーション

（IMC: Integrated Marketing Communications）の効果，ブランド・エクイティ研究におけ

る消費者知識構造の研究（Keller 1998 など）といった，より現実的で実務への示唆を念頭

に置いた研究が増えたことが 1 つの特徴である。

　購買意思決定過程への拡張を試みた初期の研究には，Nedungadi et al. （1993）などがあ

る。ここでは，情報処理パラダイムを踏まえて，記憶された内部情報と店頭などの外部情報

から考慮集合が形成され，ブランド選択に至る過程が想定されている。統合型マーケティン

グ・コミュニケーションは，広告以外の様々な顧客接点を活用するコミュニケーション手法

であるが，その効果を把握することは容易でない5）。Assael （2011）は過去 50 年間のクロス

メディア研究を振り返り，近年は行動反応や売上げ，ROI（投資収益率）等の効果基準に対

する関心が高まる一方で，シナジー効果を構成するメディアへの逐次的接触と同時接触の相

違といったことも十分に解明されていないと警告している。これは理論を踏まえた研究の重

要性を指摘するものである。一方，実務における IMC の実践は「カスタマー・ジャーニー」

と呼ばれる意思決定過程を把握し，各段階で意思決定に影響力をもつ接点（コンタクト・ポ

イント）を抽出して，メディア・プランニングに活かすという形で行われている。

　2000 年代になると，新たな心理学理論を応用した研究が見られるようになった。焦点制

御理論（Higgins 1997）に依拠した研究では，Kess et al.（2010）や Park and Morton 

（2015）などがある。焦点制御理論によると，人は何かを達成したいと思うときには促進に

焦点を当て（promotion focus），安全を志向すると予防に焦点を当てる（prevention focus）
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とされる。また，消費者行動分野での応用が多い「解釈レベル理論」（Trope et al., 2007）

に依拠した効果研究も発表されている（Kess et al. 2010, Martin et al. 2009 など）。解釈レ

ベル理論は，空間・時間・社会的距離・現実性といった心理的距離が解釈レベルの高低に影

響を及ぼし，その後の予測や評価，行動にも影響すると想定している。

　2000 年代にはインターネット広告を対象にした学術雑誌 Journal of Interactive Advertis-

ing が創刊され（現在は米国広告学会発行），Rodgers and Thorson 編著の論文集 Digital 

Advertising も第 3 版（2017）が刊行されている。印刷媒体から放送媒体へ，そして多様な

メディアが存在する多重性とデジタル化といった複雑なメディア環境下での効果研究が求め

られる。

　仁科（2009）は各時代の主流メディアの特性と広告効果モデルの変遷を次のように説明し

ている―それらを簡潔に要約すると，19 世紀末までの人的販売中心の時代の AIDA （Atten-

tion-Interest-Desire-Action）モデル，印刷媒体の時代の「認知型モデル」（「高関与学習型モ

デル」），テレビの時代の「低関与型モデル」および「情緒型 Aad モデル」，メディアミック

スの時代の「複合型モデル」（ロシター＆パーシーグリッド，FCB グリッドなど），「社会的

規範型モデル」（世評感の影響），インターネット時代の「情報探索型モデル」となる。なお，

仁科は“search” や “share” を含む「情報探索型モデル」は消費者反応を記述するというよ

りは送り手が受け手に期待する反応を表現した「戦略モデル」であると指摘している。次節

では，インターネットの普及したメディア環境の中でも注目されている「マルチタスキン

グ」および「マルチスクリーニング」状況における広告効果を考察する。

Ⅲ．メディア・マルチタスキングおよびマルチスクリーニング状況における広告効果

1．メディア関連用語の定義とメディア利用の実態
（1）メディア関連用語の定義

　インターネットはテレビやラジオよりも幅広い用途のある基盤技術と捉えられるが，イン

ターネットの出現により「メディア」の意味が曖昧になっている。Huang and Li （2016）

はこのような混乱を整理するために，メディアを①デバイス，②モダリティ（形態），③プ

ラットフォームの 3 次元に識別することを提唱している。第 1 の「デバイス」はスマートフ

ォンやタブレットのような物理的機器である。第 2 の「モダリティ」とは，人間の生物学的

な感覚に基づく，表現や経験の特定の形のことであり，テキストやイメージ，ナレーション，

ビデオなどを指す。第 3 の「プラットフォーム」とは，メディアが単に情報が行き来する経

路であるだけでなく，ある技術的・社会的環境の下で出現する社会的制度（institution）で

あるとされる。プラットフォームは情報通信の技術的「基盤」という意味がある一方で，ソ

フトな解釈も存在する。Huang らはメディアにも固有の社会文化的意味が付与され，それ
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がコンテンツ消費にも影響を与えると指摘している。

（2）メディア利用の実態

　米国ニールセン社の 2018 年の報告書によると，対象者の 45％ はテレビ視聴中に常に，あ

るいは極めて頻繁にデジタル機器を使用する（Segijn and Eisend 2019）。また，オランダで

行われた全国規模の調査によると，対象者は少なくとも毎日 80 分間は複数スクリーンを使

用している（Segijn et al. 2017）。ただし，これらの調査の標本サイズや対象者の属性は不

明である。

　日本では，総務省情報通信政策研究所が東京大学と共同で 2012 年より毎年実施している

「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」がある。2019 年 2 月に実施した調

査では，13 歳から 69 歳の男女 1500 人から回答を得た。標本サイズは小さいが，住民基本

台帳の実数に比例して全国 125 地点で対象者を抽出しているので，偏りはないと思われる。

日記式調査の結果得られた主な結果は以下のとおりである（総務省情報通信政策研究所　

2019）。

①主なメディアの中では，テレビのリアルタイム視聴（録画視聴でない）の平均利用時間が

最も長く，平日 156.7 分，休日 219.8 分である。次に長いのがインターネットであり，平均

利用時間は平日 12.4 分，休日 145.8 分である。

②インターネットの利用項目別利用時間では，平日はメールが 30.8 分，ソーシャルメディ

ア 26.7 分，休日では動画投稿・共有サービスが 36.6 分，ソーシャルメディアが 35.6 分であ

る。

③「行為者率」をみると，テレビのリアルタイム視聴が平日 79.3％，休日 82.2％，インター

ネットでは平日 82.0％，休日 84.5％ となり，調査開始以来はじめてインターネットが平

日・休日ともにテレビを上回った。

④テレビのリアルタイム視聴とインターネットの並行利用（ながら視聴）については，平

日・休日ともに 19 時台から 22 時台のいわゆるゴールデンタイムに，テレビ視聴の 10％ 台

後半から 20％ 台後半程度が並行利用を行っている。

⑤上記のデータをテレビ・リアルタイム視聴に占める割合で示すと，平日の 20 時台では

25.1％，休日 20 時台では 26.5％ が並行利用を行っていることになる。

⑥テレビ・リアルタイム視聴に占めるインターネットの並行利用率を年代別にみると，19

時台から 22 時台の時間帯では，10 代から 30 代では 30％ 台前半から 40％ 台前半となり，

40 代では最大で 30％ 台半ば，50 代では 10％ 台から 20％ 台後半となる。10 代・20 代では

テレビの視聴率が上の年代よりも低いが，並行利用率は高いことがわかる。
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2．メディア・マルチタスキングおよびマルチスクリーニングの効果
（1）メディア・マルチタスキング，マルチスクリーニングの定義

　Lang and Chrzan （2015, p. 101）は，レビューした 20 の研究の中で最も一般的な定義は，

「2 つのタスク（作業）を同時に行い，そのうちの一方はメディア利用を含むことである」

としている。たとえば，テレビを視ながらレポートを書くような状態であり，2 つ以上のタ

スクが同時に行われることもありうる。

　Duff and Segijn （2019）は研究によりマルチタスキングの定義が異なるため，調査結果の

比較が難しいと指摘している。たとえば，「メディア」が異なるデバイスを指したり，コン

テンツの表示形態（文字，音声など）を指す場合がある。彼らは近年の定義は「個人の目

標」や「タスク」に焦点を当てるようになったが，実際には異なるタスクが異なる目的のた

めに交互に行われることもあり，タスク間の重複を含まないこともあると指摘している。ま

た，Duff and Lutchyn （2017）は複数のタスクやメディアではなく，個人の目標や動機に焦

点を当てるべきであるとし，「メディア・マルチタスキングとは，異なる目標をもつ複数の

タスク（そのうち少なくとも 1 つはメディアを介して行われる）を同時に行うことである」

という定義を提唱している（p. 143）。

　メディア・マルチタスキングの中でも，テレビ，スマートフォン，タブレットなどの画面

を複数使用することを「マルチスクリーニング」という。この現象は近年多くの国で増加し

ていると言われ，クロススクリーン，ソーシャルテレビ，デユアルスクリーン，スプリット

スクリーン，デユアルタスクなどと呼ばれる。いわゆる「ながら視聴」は同時に複数のコン

テンツに注意を向けるため，単一メディアに接するときよりも広告効果が低下するのではな

いか，あるいはそうでないとしたら，それはどのような条件下で可能か，といった疑問がも

たれている。

（2）メディア・マルチタスキングの効果に関する理論

　メディア・マルチタスキング（マルチスクリーニングを含む）の効果を説明する基本的理

論として最も頻繁に参照されるのは，Lang （2000）の「処理容量の制約モデル（LCM:  

Limited Capacity Model）」である。この理論は，過去 30 年余に提唱されたさまざまな情報

処理モデルを融合させたものであり，①人間は情報処理をする生きものである，②その情報

処理能力には限界がある，という前提に基づいている。また，情報処理はいくつかのサブプ

ログラムが同時に進行するものであり，それらの中には自動的に起きるものと，個人の意志

により継続的に行われるものとがある。このモデルには，①符号化（encoding），②保持

（storage），③検索（retrieval）という 3 つの主要なサブプロセスがあり，人間の脳は同時

にこれらを行うとされる。

　Lang and Chrzan （2015）はメディア・マルチタスキングがタスクのパフォーマンスに及
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ぼす影響を測定した 20 の研究を対象に，それらの依拠する理論と定義および実証研究の結

果を比較した。その結果，LCM（または Limited Capacity Theory）が最も一般的な理論で

あるが，その他の理論と組み合わせて利用されることが多い指摘している。たとえば，

LCM と認知負荷理論（cognitive load theory），作業記憶の複数成分モデル，精緻化見込モ

デル，認知の束理論（threaded cognition theory）などである。

　情報処理の第一段階である「符号化」および広告への「注意」については多くの研究があ

る。符号化とは，外界にある刺激を知覚し解釈することであり，Kahneman （1973）の注意

の処理容量モデルのほか，マスコミュニケーション研究における選択的接触に関する研究や

精緻化見込モデルなどが参照される。注意は情報処理の初めに起こり，初期注意が持続する

と形態分析や意味分析が行われる。注意を獲得することがその先の広告効果の前提となるこ

とから，媒体のスペースやタイムの長さ，カラーの有無などに規定される「注意価値

（Attention Value）」には長年関心がもたれている。注意価値という概念は Scott （1913），

Starch （1923）から Rossiter et al. （2018）まで継承され，日本でも 1950 年代から大手新聞

社が広告注目率調査を実施している。

　メディア・マルチタスキング等の情報処理研究では，注意を目標志向的な「トップダウン

型」と，データ駆動的な「ボトムアップ型」に分類することがある（Duff and Lutchyn 

2017 など）。Segijn et al. （2017）は，アイトラッカーと自己申告法を使った実験を行い，両

者による測定結果に大きな相違はないと報告している。Segijn らは視点移動の回数，1 つの

スクリーンを注視する時間の長さ，視聴時間全体に占める 1 つのスクリーン視聴の割合を測

定した。

（3）メディア・マルチタスキングの次元

　Wang et al （2015）は資源理論（resource theory）に基づいて，メディア・マルチタスキ

ングに関する 11 の基本的な認知の次元を抽出した。彼らは 2 つのデータセットを使用して，

認知的資源を節約するために，人々は日常生活の中でどのようにメディアを選択するのかを

予測しようとした。

　11 の次元は以下の 4 つのカテゴリーに分類される。

①タスクの関係性

　タスク階層（主要タスク，副次的タスク，同等のタスク）

　タスク切り換え（意図的切り換え，妨害）

　タスク関連性（目標の共通性，目標関連の認知の束）

　共通のモダリティ（視覚，聴覚など）

　タスクの近接性（物理的に近いタスクは認知資源を節約できる）
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②タスクのインプット

　情報の感覚的モダリティ（複数モダリティは複数の認知資源を使用する）

　情報の流れ（ユーザーによるコントロール可能性）

　情動的コンテンツ（肯定的な情動コンテンツはトップダウン型のタスクを妨害する）

③タスクのアウトプット

　行動的反応（ゲームやメディアを介した会話などは多くの資源を要する）

　時間の制約（スピードと正確さのトレードオフ，ストレスの増大など）

④個人差

タスクの逐次的遂行と同時遂行に対する選好は，個人の注意深さ，コンテンツに関する専

門性，注意の向け方，外向性，神経質等に影響される。

　Jeong and Hwang （2016）はメディア・マルチタスキングに関する 49 の実証研究をレビ

ューし，一般化を試みた。その結果，メディア・マルチタスキングは注意，理解，記憶再生

などの認知的パフォーマンスには負の影響を与えるが，説得における態度変容については肯

定的影響を与えることが確認された。後者は複数タスクに認知的資源を割くため，反論が起

きにくくなることによる。Jeong らはこれらの結果を媒介する変数として，ユーザーによる

コントロール可能性，タスクの関連性，およびタスクの近接性を挙げている。

　Segijn （2016）は Wang et al. （2015）による 11 の次元をマルチスクリーンに適用して一

般化を行った。彼らはマルチスクリーニングが必ずしも情報処理を妨害するとは限らず，テ

レビにスマートフォンなどの第 2 のスクリーンを加えることにより，番組や広告への関与を

高められる可能性があると指摘している。それは，第 2 のスクリーンが退屈なタスクの気晴

らしになるだけでなく，特別のアプリケーションを使用することにより，情報提供や視聴者

同志の相互作用を促進できるからである。テレビのコマーシャル・ブレイク中には第 2 のス

クリーンの方に注意が向けられる可能性があり，そこでの広告の方がよりよく記憶に残る可

能性があると指摘している。

Ⅳ．おわりに

　本稿では 20 世紀初期から現在に至る広告効果理論の変遷をレビューした。1980 年代まで

の研究はブランドに対する態度形成過程を精緻に説明することに主眼が置かれ，関与の高低

による条件特定化がされるようになった。その流れは情報処理パラダイムに引き継がれ，今

日に至っている。広告は特定の媒体を介して成立するコミュニケーションであることから，

各時代の主流メディアの特徴を考慮した効果理論が提唱されてきた。近年注目されているメ

ディア・マルチタスキングは情報処理の妨げになるという見解がある一方で，ユーザーの多
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様な動機を満足させる可能性もある。広告はメディアを利用する主たる目的ではなく，コン

テンツ消費に付随して接触されることが多い。今後は情報技術の発展を踏まえて，消費者の

メディア利用の実態に即した効果研究がますます必要になるだろう。
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